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独立行政法人通則法（平成11年法律第103号）第29条の規定によ

り、独立行政法人国際協力機構（以下「機構」という。）が達成すべき業

務運営に関する目標（以下「中期目標」という。）を定める。

グローバル化の中で国際社会において経済格差の拡大と貧困の深刻

化が進んでおり、環境等地球規模の問題も依然として深刻である。ま

た、冷戦終了後、紛争、特に地域・民族紛争が頻発しており、紛争予防、

緊急人道支援、平和の定着と国造りのための努力の重要性は、従来に

も増して高まっている。特に平成13年9月11日のテロ以降、欧米諸国

が相次いで政府開発援助（以下「ODA」という。）の供与額の増額方針

を表明するなど、開発問題に対する国際的関心が高まりつつある。

また、国際社会においては、開発問題への取り組みにおいて開発目

標の共有と新たな開発戦略の構築が進展している。特に、ミレニアム

開発目標は、貧困削減、基礎教育、男女平等、保健医療、環境保全等に

関して、国際社会が共通して取り組むべき課題と具体的な達成目標を

設定している。さらに、平和構築支援については一層の強化が求めら

れており、これらは我が国が主導する人間の安全保障の観点からも重

要な課題である。同時に、開発途上国の貿易、投資及び人の交流を活

性化し、持続的成長を支援することも重要である。加えて、開発戦略に

ついては、援助国・国際機関等が、特に貧困に直接焦点を当てて援助

の協調を図る動きも世界的に活発化しつつある。

我が国としても、開発途上国の安定と発展への貢献を通じ、我が国の

安全と繁栄を確保するとともに、世界の平和と繁栄の実現に積極的な

役割を果たす必要がある。その中でも、開発途上国の課題解決に向け

た自助努力を促進するために人材育成や政策・制度構築等途上国自身

の総合的な能力開発への協力が重視されてきており、我が国のODAの

中で技術協力の中心的実施機関である機構の役割は極めて重要である。

他方、我が国の経済・財政の健全な発展が強く求められている現状

の下、ODAの意義・役割とその成果及び経済社会への影響に関する国

民の支持・理解を得る必要が高まっており、ODAの戦略性、機動性、透

明性、効率性の確保が一層求められている。また、我が国ODAの重点

を、我が国との経済的社会的結びつきの強いアジア地域に置くことも

求められている。

こうした我が国の開発援助を巡る状況をふまえ、機構は、政府の方

針に則り、関係行政機関と連携しつつ、一層質の高い業務の実施に努

めなければならない。また機構は、政府開発援助大綱、政府開発援助

に関する中期政策及び国別援助計画等の下に国別・地域別及び課題別

アプローチをさらに強化するとともに、現地事務所の機能強化に努め

る。加えて、機構は、事業の透明性を一層高め、事業の合理化を進める

とともに、一貫した事業の評価を行っていかなければならない。

さらに、機構は、ODAへの幅広い国民参加が一層求められている状

況をふまえ、NGOをはじめ、地方自治体、大学、経済界等幅広い国民

層からの主体的な国際協力への参加を促進するとともに、国民の理解

を深めるために広報・情報公開や開発教育を充実させていく必要があ

る。また機構は、国際協力に参画する人材の育成・確保に努めていか

なければならない。

加えて、機構は、政府が行う政策の企画・立案に資するよう、主務大

臣に事業実績に基づき適宜報告するものとする。

以上の認識をふまえ、機構は、本中期目標に従い、我が国のODA政

策の実施機関として、平成13年に閣議決定された「特殊法人等整理合

理化計画」を着実に実施するとともに独立行政法人化の趣旨を十分ふ

まえて、効率的かつ効果的な業務を行っていくものとする。

中期目標の期間は平成15年10月1日から平成19年3月31日まで

の3年6カ月間とする。

機構は、業務の運営に際しては、以下の各事項に関し具体的措置を

講ずることにより、効率化を図る。

（1）組織運営における機動性の向上

機構は、途上国のニーズの多様化や我が国の開発援助政策の重点の

変化に機動的に対応し得るよう在外事務所にできる限り権限を委譲する。

また機構は、在外公館や内外で活動するNGO、その他の援助関係者と

も連携を図ることで開発途上地域のニーズを的確に把握する。さらに、

機構は、組織内で責任の所在を明らかにするよう、役割分担を明確にす

ることで、迅速な意思決定が可能となるよう組織運営を改善する。

（2）業務運営全体の効率化

（イ）機構は、業務全体を通じて、情報化・電子化を進めつつ、効率的な

業務運営の環境を確保する。また、機構は、事業が有機的かつ効

率的になされるよう、必要に応じて在外事務所を含めた事務処理

のあり方を見直す。同時に機構は、外部に委託した方が効率的で

あると考えられる事務については、外部委託を積極的に導入する。

（ロ）機構は中期目標期間中、業務の質の維持・向上を図りつつ、各種

事業の実施に必要な主要な投入（専門家派遣、研修員受入、機材

供与、調査団派遣等）に係る単位当り経費について平均で10％程

度の効率化に努める。また、事業実施における各種経費について

も、徹底した節減を行う。

（ハ）機構は、中期目標期間中、一般管理費（退職手当を除く。）につい

て平成14年度と比べて10％程度の効率化に努める。

（3）施設、設備の効率的利用

機構は、自ら保有する施設、設備について、利用率を向上させる

ように努める。

（1）総　論

（イ）開発途上地域等の経済及び社会の発展又は復興に寄与し、国際協

力を進めることは、我が国の開発援助政策の枢要な課題である。

このため機構は、政府開発援助大綱、政府開発援助に関する中期

政策及び国別援助計画をはじめとする政府の開発援助政策並びに

政府の国別・地域別・分野別の援助方針に則り、開発途上国側の

援助需要をふまえ、国際約束に基づく技術協力事業等につき効果

的に業務を実施する。その際、機構は、協力実施前に途上国政府

及び関係者との十分な意思疎通に努める。また、派遣専門家等関

係者の安全対策を講じるとともに、派遣者へのサポートの充実を

図る。加えて、他の援助実施機関との連携を密にするとともに、

実施段階における資金協力との連携強化に努める。

（ロ）外務大臣が、国際情勢の急激な変化により又は外国政府若しくは

国際機関（国際会議その他国際協調の枠組みを含む。）の要請等を

受けて外交政策の遂行上緊急の必要がある、又は関係行政機関の

要請を受けて緊急の必要があると認め、機構に対し必要な措置を

とることを求めた場合には、機構は、正当な理由がない限り迅速

に対応するものとする。

（ハ）機構は、機構に対する国民の信頼を確保し、国民に対する説明責

任を果たすとの観点から、「独立行政法人等の保有する情報の公開
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に関する法律」（平成十三年十二月五日法律第百四十号）」に基づ

き、情報の公開に適正に対応する。また機構は、国際協力の理解

と参加を促進するために、情報提供と広報活動の充実を図る。

（ニ）NGO等による国際協力活動は、開発途上国の住民に直接裨益す

るきめの細かい、効果的かつ機動的な協力という観点から極めて

有効である。機構は、幅広い国民の参加を得られるよう、草の根

技術協力の実施等により、NGO等との連携を推進する。

（ホ）機構は、事業実施に当たっては、職員その他の関係者の環境保護

及び住民移転等の社会的影響の回避・最小化に関する意識を高

め、環境社会配慮ガイドラインを改定し、環境及び社会に配慮し

た業務運営に努力する。環境社会配慮ガイドラインについては、

必要に応じて改定するとともに、改定の際には第三者の意見を聴

取する機会を設ける。

（ヘ）男女共同参画の視点は重要であり、開発への積極的参加及び開発

からの受益の確保について十分配慮し、女性の地位向上に一層取

り組む。

（ト）機構は、客観的な事業評価の指標の設定を含む事前評価から事後

評価にいたる体系的かつ効率的な評価を導入し、事業毎に適切な

評価手法を確立した上で評価を実施するとともに、機構による評

価に対する二次評価を含めた外部評価を充実させる。また、これ

らの評価の内容について国民にわかりやすい形で情報提供すると

ともに、評価内容を迅速かつ的確に新たな事業実施にフィードバ

ックする。

（2）各事業毎の目標

（イ）技術協力（法第13条第1項第1号）

（ｉ）技術協力業務は開発途上地域における人的資源の開発、技術

水準の向上及び公共的な開発計画の立案を支援することによ

り、開発途上地域の経済的・社会的開発の促進及び福祉の向

上に寄与することを目的としており、機構は、条約その他の

国際約束に基づき、案件を効果的・効率的に実施するものと

する。

（ｉｉ）機構は、我が国政府が相手国政府等と行ってきた協議をふま

え、国際約束に基づき、案件の実施を速やかに行うとともに、

技術協力案件の実施に当たり、専門家派遣、研修員受入、調

査団派遣及び機材供与といった投入要素の組み合わせ・量・

時期等の決定を適切に行う。

（ｉｉｉ）機構は、研修員受入について、既存研修コースの客観的評価

により、その内容改善と見直しに努める。加えて機構は、帰

国研修員に対するフォローアップの充実等により、その活用

を図る。

（ｉｖ）機構は、案件に相応しい質の高い専門家・コンサルタントの

選定を適正かつ速やかに行うとともに、その評価を厳正に行

い、以後の選定の向上に適確に反映させる。

（ロ）無償資金協力の実施促進（法第13条第1項第2号）

無償資金協力の実施促進業務については、機構は、案件が条約

その他の国際約束に基づき、適正かつ効率的に実施されるよう、

その促進に努めるものとする。

（ハ）国民等の協力活動（法第13条第1項第3号）

（ｉ）本号に基づく青年海外協力隊、シニア海外ボランティア、草

の根技術協力等の業務については、機構は、国民の発意が出

来る限り反映されるよう、業務を充実させる。

（ｉｉ）青年海外協力隊員等については、引き続き適格な人材の確保

に努め、派遣者へのサポートの充実を図る。さらに、これら

の事業への参加環境の改善のために必要な措置を講ずる。

（ｉｉｉ）機動性を有するNGO等を担い手とした事業を実施すること

は、現地の実情に一層合致したより適正かつ効果的な技術の

移転に資するものである。このような観点から、機構は、草

の根技術協力事業の実施に当たっては、開発途上地域の人々

の生活改善・生計向上に直接役立つ基礎生活分野を中心とし

て、政府対政府による国際協力事業では十分手が届き難い、

草の根レベルのきめ細やかな協力を行うものとする。また、

幅広い国民の参加が得られるよう、主体的な発意が尊重され

るよう配慮するとともに、手続きの更なる迅速化に心がける

ものとする。

（ｉｖ）機構は、開発援助に関する意識を国民の間に育てることを目

的として、開発教育支援を充実させる。

（ニ）海外移住（法第13条第1項第4号）

機構は、本事業を推進するにあたっては、我が国から中南米地

域等へ渡航した海外移住者の生活の定着・安定を側面から支援す

るものであるとの認識をもって臨むとともに、特に開発途上地域

における移住者支援業務は経済協力の目的をもあわせもつことに

鑑み、経済・技術協力業務との十分な連携を図りつつ、移住者の属

する地域の開発に資するよう留意するものとする。事業の実施に

当たっては、移住者の定着・安定化を見つつ、重点化を図る。

（ホ）災害援助等協力事業（法第13条第1項第5号及び第2項）

機構は、開発途上地域等における大規模災害による被災者救済

のため、国際緊急援助隊派遣及び緊急援助物資供与の迅速、効率

的かつ効果的な実施を図る。

（ｉ）緊急援助隊派遣の実施にあたっては、平時より必要機材・物

資の備蓄体制を整備するとともに、隊員の訓練・研修の充実

を図り、緊急時に迅速、効果的かつ効率的な緊急援助活動が

可能になるよう努める。また、緊急時に円滑な対応を行うた

め、体制整備、訓練、研修等の実施につき、主務大臣との意

思疎通を図ることとする。

（ｉｉ）緊急援助物資供与の実施にあたっては、被災規模、被災国の

ニーズ等を勘案の上、適切な規模及び内容の援助を行う。ま

た援助物資供与後、被供与国の物資活用状況等についてのフ

ォローアップを行い、今後の業務実施の改善に役立てるもの

とする。

（ヘ）人材養成確保（法第13条第1項第6号）

国際協力に係る優れた人材の養成及び確保は、広く技術協力事

業全般の基盤の根幹をなすものであり、また、我が国技術協力の

質的向上に直接関連するものである。このため機構は、公募、登

録、確保及び養成研修の充実を図り、専門家等登録件数を増やす

よう努める。

（ト）附帯業務（法第13条第1項第7号）

開発途上国による案件形成及び政府による案件選定に資するた

め、機構は、政府開発援助大綱、政府開発援助に関する中期政策、

国別援助計画等、政府の開発援助政策・指針に基づいて所要の調

査・研究に努める他、重要な援助課題についても調査・研究を行う。

（1）機構は、運営費交付金を充当して行う業務については、「2．業務

運営の効率化に関する事項」で定めた事項について配慮した中期

計画の予算を作成し、当該予算による運営を行う。

（2）機構は、寄附金収入、施設利用料等の自己収入の確保、固定的経費

の節減、予算の効率的な執行により適切な財務内容の実現を図る。

（3）機構は、融資事業における債権の回収を適切に進める。

（1）施設・設備

機構は、業務運営の効率化及び業務の質の向上に関する目標の達成

を図るため、費用対効果や事業全体の収支などを総合的に勘案し、施

設・設備に関する計画を定める。

（2）人　事

機構は効果的かつ効率的な業務運営のため、人員の適性配置により

業務運営の効率化を図る。また機構は、業務内容の高度化及び専門化

に対応するため、職員への研修、資格取得等の促進を通じた職員の資

質向上を図る。機構は、これらの効果的かつ効率的な業務運営に則し

た人事に関する計画を定める。

（3）監査の充実

外部監査の実施等監査の充実を図り、適正な業務運営を図る。（了）

4 財務内容の改善に関する事項

5 その他業務運営に関する重要事項




